
（別紙10－1）

政策評価調書（政策評価体系図）

所管名： 環境省

政策評価
調書番号

使　命 使　命

施策 施策

目標 目標

1 地球温暖化対策の推進 1 地球温暖化対策の推進 ①

（１）地球温暖化対策の計画的な推進による低炭素社会づくり （１）地球温暖化対策の計画的な推進による低炭素社会づくり

（２）国内における温室効果ガスの排出抑制 （２）国内における温室効果ガスの排出抑制

（３）森林吸収源による温室効果ガス吸収量の確保 （３）森林吸収源による温室効果ガス吸収量の確保

（４）京都メカニズム等を活用した海外における地球温暖化対策の推進 （４）京都メカニズム等を活用した海外における地球温暖化対策の推進

2 地球環境の保全 2 地球環境の保全 ②

（１）オゾン層の保護・回復 （１）オゾン層の保護・回復

（２）地球環境保全に関する国際連携・協力 （２）地球環境保全に関する国際連携・協力

（３）地球環境保全に関する調査研究 （３）地球環境保全に関する調査研究

3 大気・水・土壌環境等の保全 3 大気・水・土壌環境等の保全 ③

（１）大気環境の保全（酸性雨・黄砂対策を含む） （１）大気環境の保全（酸性雨・黄砂対策を含む）

（２）大気生活環境の保全 （２）大気生活環境の保全

（３）水環境の保全（海洋環境の保全を含む） （３）水環境の保全（海洋環境の保全を含む）

（４）土壌環境の保全 （４）土壌環境の保全

（５）ダイオキシン類・農薬対策 （５）ダイオキシン類・農薬対策

4 廃棄物・リサイクル対策の推進 4 廃棄物・リサイクル対策の推進 ④

（１）国内及び国際的な循環型社会の構築 （１）国内及び国際的な循環型社会の構築

（２）循環資源の適正な３Ｒの推進（リデュース・リユース・リサイクル）の推進 （２）循環資源の適正な３Ｒの推進（リデュース・リユース・リサイクル）の推進

（３）一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） （３）一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）

（４）産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等） （４）産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）

（５）廃棄物の不法投棄の防止等 （５）廃棄物の不法投棄の防止等

（６）浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理 （６）浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理

5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 ⑤

（１）基盤的施策の実施及び国際的取組 （１）基盤的施策の実施及び国際的取組

（２）自然環境の保全・再生 （２）自然環境の保全・再生

（３）野生生物の保護管理 （３）野生生物の保護管理

（４）動物の愛護及び管理 （４）動物の愛護及び管理

（５）自然とのふれあいの推進 （５）自然とのふれあいの推進

6 化学物質対策の推進 6 化学物質対策の推進 ⑥

（１）環境リスクの評価 （１）環境リスクの評価

（２）環境リスクの管理 （２）環境リスクの管理

（３）リスクコミュニケーションの推進 （３）リスクコミュニケーションの推進

（４）国際協調における取組 （４）国際協調における取組

（５）国内における毒ガス弾等対策 （５）国内における毒ガス弾等対策

7 環境保健対策の推進 7 環境保健対策の推進 ⑦

（１）公害健康被害対策（補償・予防） （１）公害健康被害対策（補償・予防）

（２）水俣病対策 （２）水俣病対策

（３）石綿健康被害救済対策 （３）石綿健康被害救済対策

（４）環境保健に関する調査研究 （４）環境保健に関する調査研究

8 環境・経済・社会の統合的向上 8 環境・経済・社会の統合的向上 ⑧

（１）経済のグリーン化の推進 （１）経済のグリーン化の推進

（２）環境に配慮した地域づくりの推進 （２）環境に配慮した地域づくりの推進

（３）環境パートナーシップの形成 （３）環境パートナーシップの形成

（４）環境教育・環境学習の推進 （４）環境教育・環境学習の推進

9 環境政策の基盤整備 9 環境政策の基盤整備 ⑨

（１）環境基本計画の効果的実施 （１）環境基本計画の効果的実施

（２）環境アセスメント制度の適切な運用と改善 （２）環境アセスメント制度の適切な運用と改善

（３）環境問題に関する調査・研究・技術開発 （３）環境問題に関する調査・研究・技術開発

（４）環境情報の整備と提供・広報の充実 （４）環境情報の整備と提供・広報の充実

注）１．

２．

３．


４．

５．

６．

23年度成立予算における政策評価体系図
【実施計画（23年4月策定）】（注３）

24年度概算要求における政策評価体系図
【実施計画（24年4月策定（予定））】（注４）

政策ごとの予算がないものについては、政策評価調書番号欄に「-」を記載する。

政策評価において使用している政策レベルの名称を記載すること

予算書における項・事項と一致する政策レベルは必ず記載すること。

23年度成立予算における政策評価体系図については、23年度成立予算に沿って実施する政策の評価に係る体系図を記載すること。また、体系が記載されている根拠となるもの（23年度
成立予算に対応する政策評価基本計画、実施計画等）及びその策定年月を記載すること。

24年度概算要求における政策評価体系図については、概算要求に沿って24年度において実施することが予定されている政策を記載すること。また、体系が記載されている根拠となるもの
（政策評価基本計画、実施計画等、予定を含む）及びその策定年月を記載すること。なお、24年度の新規の政策及び前年度政策評価体系図における政策の名称から変更があるものにつ
いては、下線を付すこと。

予算書における項･事項と一致する政策レベル以外でも評価を実施している場合は、個別票を別途作成することとし、政策評価調書番号は記載例２のとおり付番すること。
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所管：　環境省 会計：　一般会計 組織又は勘定：　環境本省

政策評価 政策評価

調書番号 の対象 （項） （事項）

×

×

× 審議会等に必要な経費

① ● 地球温暖化対策の推進に必要な経費 ●

① ● ●

① ◆ ◆

① ◆ ◆

② ● 地球環境の保全に必要な経費 ●

③ ● 大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費 ●

③ ● ●

④ ● 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 ●

東日本大震災復旧・復興に係る大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

廃棄物・リサイクル対策推進費

東日本大震災復旧・復興に係る地球温暖化対策の推進に必要な経費

石油石炭税財源エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策特別会計へ繰入

石油石炭税財源のエネルギー需給構造高度化対策に係る
エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに
必要な経費

地球環境保全費

大気・水・土壌環境等保全費

東日本大震災復旧・復興大気・水・土壌環境等保全費

エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策特別会計へ繰入

エネルギー需給構造高度化対策に係るエネルギー対策特
別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

9

環境本省共通費

環境本省一般行政に必要な経費

東日本大震災復旧・復興に係る環境本省一般行政に必要な経費

地球温暖化対策推進費

東日本大震災復旧・復興地球温暖化対策推進費

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

予定経費要求書
1 2 3 4 5 6 7 8



④ ● ●

④ ● 廃棄物処理施設整備に必要な経費 ●

④ ● ●

⑤ ● 生物多様性の保全等の推進に必要な経費 ●

⑤ ● ●

⑤ ● 環境保全施設整備に必要な経費 ●

⑤ ● 自然公園等事業に必要な経費 ●

⑤ ● ●

●

⑥ ● 化学物質対策の推進に必要な経費

⑦ ● 環境保健対策の推進に必要な経費 ●

⑦ ● ●

⑦ ● ●

⑧ ● 環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費 ●

⑨ ● ●

⑨ ● ●

東日本大震災復旧・復興に係る自然公園等事業に必要な経費

環境政策基盤整備費

環境政策基盤整備等に必要な経費（主要経費９５）

環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費（主要経費１３）

東日本大震災復旧・復興に係る環境保健対策の推進に必要な経費

自動車重量税財源公害健康被害補償費

自動車重量税財源公害健康被害補償に必要な経費

環境・経済・社会の統合的向上費

環境保全施設整備費

自然公園等事業費

東日本大震災復旧・復興自然公園等事業費

化学物質対策推進費

環境保健対策推進費

東日本大震災復旧・復興環境保健対策推進費

東日本大震災復旧・復興に係る廃棄物処理施設整備に必要な経費

生物多様性保全等推進費

東日本大震災復旧・復興生物多様性保全等推進費

東日本大震災復旧・復興に係る生物多様性等の推進に必要な経費

東日本大震災復旧・復興廃棄物・リサイクル対策推進費

東日本大震災復旧・復興に係る廃棄物・リサイクル対策の
推進に必要な経費

廃棄物処理施設整備費

東日本大震災復旧・復興廃棄物処理施設整備費



⑨ ● ●

⑨ ● ●

×

⑨ ● ●

×

環境調査研修所施設整備に必要な経費

◆

⑨ ◆

◆

⑨ ◆ 独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に必要な経費

◆

⑨ ◆

◆

⑨ ◆ 独立行政法人国立環境研究所施設整備に必要な経費

①②⑨ ● 環境研究総合推進に必要な経費 ○ ○ ●

①②⑨ ● ○ ○ ●

②⑨ ● 地球環境保全等試験研究に必要な経費 ○ ●

×

×

×

×

東日本大震災復旧・復興に係る環境研究総合推進に必要な経費

東日本大震災復旧・復興環境研究総合推進費

石綿健康被害救済事務の財源の労働保険特別会計徴収勘定へ繰入れに必要な経費

東日本大震災復旧・復興自然公園等事業工事諸費

東日本大震災復旧・復興に係る自然公園等事業工事諸費に必要な経費

石綿健康被害救済事務費労働保険特別会計へ繰入

廃棄物処理施設整備事業調査諸費

廃棄物処理施設整備事業調査諸費に必要な経費

自然公園等事業工事諸費

自然公園等事業工事諸費に必要な経費

独立行政法人国立環境研究所運営費

独立行政法人国立環境研究所施設整備費

東日本大震災復旧・復興独立行政法人国立環境研究所運営費

東日本大震災復旧・復興に係る独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に必要な経費

環境研究総合推進費

地球環境保全等試験研究費

環境調査研修所

環境調査研修所に必要な経費（主要経費１３）

環境保全に関する調査、研修等に必要な経費(主要経費１３）

環境調査研修所施設費

独立行政法人環境再生保全機構運営費

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に必要な経費

東日本大震災復旧・復興環境政策基盤整備費

東日本大震災復旧・復興に係る環境政策基盤整備等に必要な経費（主要経費９５）

東日本大震災復旧・復興に係る環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費（主要経費１３）



廃棄物処理施設災害復旧事業費

× 廃棄物処理施設災害復旧事業に必要な経費

東日本大震災復旧・復興廃棄物処理施設災害復旧事業費

×

組織：　地方環境事務所

政策評価 政策評価

調書番号 の対象 （項） （事項）

× 地方環境事務所一般行政に必要な経費

×

× 地方環境事務所施設整備に必要な経費

③ ● ●

④ ● ●

⑤ ● ●

⑧ ● ●

⑨ ● ●

③ ● ●

所管：　文部科学省、経済産業省及び環境省 会計：　エネルギー対策特別会計 組織又は勘定：エネルギー需給勘定

政策評価 政策評価

調書番号 の対象 （項） （事項）

エネルギー需給構造高度化対策費

① ● 温暖化対策に必要な経費 ●

東日本大震災復旧・復興地方環境対策費

東日本大震災復旧・復興に係る大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費（主要経費９５）

6 73 4 5

地方環境対策費

8 9

東日本大震災復旧・復興に係る廃棄物処理施設災害復旧事業に必要な経費

予定経費要求書
1 2

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費（主要経費９５）

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費（主要経費９５）

生物多様性の保全等の推進に必要な経費（主要経費９５）

環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費（主要経費９５）

環境政策基盤整備等に必要な経費（主要経費９５）

76 8 9

地方環境事務所共通費

東日本大震災復旧・復興に係る地方環境事務所一般行政に必要な経費

地方環境事務所施設費

1 2 3 4 5
予定経費要求書



別紙（10－3）

番号

158,055,447

6,276,465

84,273,894

79,965,113

162,103,013

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

＜8,006,636＞

24年度概算要求額

73,936,939

＜5,269,000＞

21年度 23年度

＜8,079,874＞

①

＜0＞

81,828,240

＜5,115,000＞

0

＜0＞

69,186,020

＜5,041,041＞

＜5,115,000＞

＜0＞

＜4,930,741＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

77,997,429

22年度

-＜277,925＞

10,903,215

161,917,475

＜0＞

＜4,991,075＞

20年度

78,697,129

＜4,033,000＞

157,948

-＜3,560＞

-12,941,980

＜0＞

2010年の気候変動枠組条約第16回締約国会議では、工業化以前に比べ気温上昇を2℃以内に収める観点から、科学的知見を踏まえた政治的判断によって
大幅な排出削減の必要性の認識を含む一連の決定が採択されたところ。我が国としては、温室効果ガスを2020年までに1990年比で25％、また2050年まで
に80％を削減するという目標を掲げ、1992年（平成4年）に採択された気候変動枠組条約が究極的な目的に掲げる「気候系に対する危険な人為的影響を
及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させること」を目指す。
京都議定書における2008 年（平成20 年）から2012 年（平成24 年）の温室効果ガス排出量6％削減約束を確実に達成する。
気候変動に柔軟に適応できる社会づくりの促進を目指す。
また、それらの目標の達成度は温室効果ガスの排出量の計測、世界全体での低炭素社会の構築の推進度合い、気候変動影響評価・適応策の推進度合い、
京都メカニズムにおけるクレジットの取得量を指標として測定する。

総括的には、次年度の事業内容を精査する上で、所要の目的を達成した事務事業等については予算要求を行わないこととした。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

65,913,097

評価方式地球温暖化対策の推進政策名

＜3,996,719＞

＜4,029,440＞

62,829,997

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省

Ａ 2
エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給勘定 319,275

Ａ 3 一般 環境本省

Ａ 4

Ｂ 1 一般 環境本省

Ｂ 2 一般 環境本省

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 一般 環境本省 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 一般 環境本省 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

34,100,000

地球温暖化対策の推進に必要な経費

項

地球温暖化対策推進費

エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

319,275

政策名

8,006,636

石油石炭税財源のエネルギー需給構造高度化対策に係る
エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに
必要な経費

東日本大震災環境研究総合推進費
東日本大震災復旧・復興に係る環境研究総合推進に必要
な経費

小計

環境研究総合推進費 環境研究総合推進に必要な経費

石油石炭税財源エネルギー需給構造
高度化対策費エネルギー対策特別会
計へ繰入

エネルギー需給構造高度化対策費エ
ネルギー対策特別会計へ繰入

エネルギー需給構造高度化対策に係るエネルギー対策特
別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

予算額

合計

地球温暖化対策の推進 ①

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

東日本大震災復旧・復興に係る地球温暖化対策の推進に
必要な経費

東日本大震災復旧・復興地球温暖化
対策推進費

23年度
当初予算額

1,971,165

37,865,774

事項

小計

39,836,939

の内数

73,936,939

＜8,006,636＞ の内数

24年度
概算要求額

1,540,328

79,557,685

5,000,000

86,098,013

74,300,000

1,705,000

＜8,006,636＞ の内数

34,100,000

の内数＜8,079,874＞

76,005,000

6,079,874

2,000,000

＜8,079,874＞ の内数

319,275

の内数

162,103,013
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ①
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

A 2 856,581 537,306 △ 319,275 319,275

319,275
合計

予算額

地球温暖化対策の推進

途上国におけるコベネフィッ
ト効果検証・実証事業

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、気候変動交渉の議論に伴い、新メカニズムを念頭にお
いた実証事業等のための予算を重点的に要求する一方、クリーン開発メカニズ
ム（ＣＤＭ）排出権の獲得を目的とする事業に係る経費について経費縮減を図
り、予算の減額要求を行った。

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 
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番号

3,328,487

0

3,380,610

3,204,385

1,931,549

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

＜8,759,994＞

24年度概算要求額

1,925,585

＜6,040,131＞

21年度 23年度

＜8,569,396＞

②

＜0＞

3,238,371

＜6,069,775＞

0

＜0＞

0

＜5,987,892＞

＜6,069,775＞

＜0＞

＜5,695,493＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

3,380,610

22年度

-＜277,925＞

299,070

3,537,441

＜0＞

＜5,762,206＞

20年度

3,088,708

＜5,145,849＞

434,446

-＜3,560＞

-299,070

＜0＞

地球温暖化対策、オゾン層保護対策、及びその他地球環境分野における国際協力・研究調査などを通じて、地球規模の環境を保全する。
それらの目標の達成度はハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）消費量、業務用冷凍空調機器からのフロン類回収量並びに破棄時フロン類回収率、
PRTRによるオゾン層破壊物質の排出量のODP換算値、地球環境保全に関する国際的な連携の確保、国際協力の推進、各種研究調査結果等の情報提供の進
捗状況を指標として計測する。

総括的には、地球環境の保全に必要な対策を強化するために、次年度の事業内容を精査する上で、所要の目的を達成した事務事業等については予算要求
を行わないこととした。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

3,224,084

評価方式地球環境の保全政策名

＜5,109,182＞

＜5,142,289＞

2,999,579

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 一般 環境本省 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 一般 環境本省 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 一般 環境本省 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

地球環境の保全に必要な経費

項

地球環境保全費

政策名

8,006,636

753,358

東日本大震災復旧・復興環境研究総
合推進費

東日本大震災の復旧・復興に係る環境研究総合推進に必
要な経費

地球環境保全等試験研究費 地球環境保全等試験研究に必要な経費

予算額

合計

地球環境の保全 ②

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

事項

小計

小計

環境研究総合推進費 環境研究総合推進に必要な経費

1,925,585

23年度
当初予算額

1,925,585

の内数

1,925,585

＜8,759,994＞ の内数

24年度
概算要求額

1,931,549

1,931,549

＜8,759,994＞ の内数

6,079,874

489,522

の内数＜8,569,396＞

2,000,000

＜8,569,396＞ の内数

の内数

1,931,549
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ②
（千円）

23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

合計

予算額

地球環境の保全政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 
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番号

4,005,363

169,785

4,708,421

4,144,949

386,448,276

実績

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

5,457,424

政策名

予
算
の
状
況

21年度 23年度

③

4,232,062

394,024

大気・水・土壌環境等の保全

補 正 予 算 （ 千 円 ）
0

4,538,636

22年度

【達成すべき目標】
○大気環境については、大気汚染に係る環境基準等達成率の向上及び酸性雨・黄砂等による被害の緩和を図り、大気環境の改善、保全を推進する。
○大気生活環境については、自動車・航空機・新幹線騒音等に係る環境基準達成率の向上、振動・臭気の改善、ヒートアイランド対策を講じ良好な生活
環境を保全する。
○水環境の保全については、水質汚濁に係る環境基準等達成率の向上及び油流出事故の発生時における適切な対応や漂流漂着ごみ対策を図る。また、環
境保全上健全な水環境の確保に向けた取組を推進し、水環境を保全する。
○土壌環境については、市街地等土壌汚染対策として土壌汚染による人の健康被害の防止を目指し、土壌環境を保全する。また、農用地、ダイオキシン
類土壌汚染対策地域について、対策事業を実施し、地域指定の解除を進める。
○ダイオキシン類については、原稿の排出削減計画に規定する排出目標量（平成22年までに平成15年比で約15％削減）の達成状況を確認し、次期削減計
画（改訂作業中）を策定する。すべての地点で環境基準を達成する。農薬については、農薬登録保留基準を速やかに設定するとともに、農薬の環境リス
クの新たな評価・管理手法の開発を行う。

【目標の達成度合いの測定方法】
○大気環境については、全国の一般局・自排局等における大気汚染に係る環境基準等達成率、大都市地域における自排局における大気汚染に係る環境基
準達成率、ＥＡＮＥＴ分析精度管理目標達成率等により、目標の達成度合いを測定する。
○大気生活環境については、騒音に係る環境基準達成状況、騒音に係る環境基準達成状況（道路に面する地域）、航空機騒音に係る環境基準達成状況、
新幹線鉄道騒音に係る環境基準達成状況等により、目標の達成度合いを測定する。
○水環境については、健康項目基準達成率、生活環境項目（BOD/COD）基準達成率、各湖沼水質保全計画に定める目標値、閉鎖性海域における水質環境
基準の達成率(COD、全窒素、全燐）等、陸上で発生した廃棄物の海洋投入量等により、目標の達成度合いを測定する。
○土壌環境については、土壌汚染対策法に基づく要措置区域における汚染の除去等の措置の実施率、農用地土壌汚染対策地域の指定解除率、ダイオキシ
ン類土壌汚染対策地域の対策完了率等により、目標の達成度合いを評価する。
○ダイオキシン類、農薬対策については、ダイオキシン類排出総量削減率、ダイオキシン類に係る環境基準達成率、新たな水産動植物の被害防止に係る
登録保留基準の設定農薬数等により、目標の達成度合いを測定する。

3,945,855
執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

0

184,505 ▲ 1,068

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

4,514,074

409,000

4,639,994

20年度

4,329,569

評価方式
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○大気汚染の状況は全体としては改善の方向にあるが、大都市圏における二酸化窒素など未だ環境基準が達成されない地点が残っていること、新たにＰ
Ｍ２．５に係る環境基準が設定されたこと、光化学オキシダントに係る環境基準の達成率が極めて低いことなどから、今後取組を強化する。
○酸性雨等の越境大気汚染や黄砂については「ＥＡＮＥＴ強化のための文書」や「環境協力に係る日中韓三カ国行動行動計画」等に基づいて、国内外の
取組を進める。
○日本モデル環境対策等の国際展開について、二国間協力の推進への重点化を図るとともに、環境技術の実証・認証制度の構築支援に関する事業の実施
方法及び実施内容の見直しを行い、協力の効率化及び各事業における重点的取組の整理を行う。
○騒音・低周波音対策に関しては、全体的に事業内容の簡素化及び重点化を図る。また悪臭対策に関しては、生活密着型悪臭対策推進について、効率化
及び規模縮小を行い、臭気指数規制の転換促進についても、規模縮小を行う。
○ヒートアイランド対策事業については、これまでの成果や、社会情勢の変化を踏まえ、事業内容の刷新、効率化を図る。
○自動車単体騒音低減対策の事業内容の見直しを行う。
○多くの湖沼において水質環境基準が達成されておらず、湖沼水質保全施策をさらに推進する必要があることから、一層の湖沼水質保全のための汚濁メ
カニズムのさらなる解明等の調査・検討を含めた湖沼水質保全施策の推進を図る必要がある。
○各地域において、より効率的・低予算による適切な栄養塩類管理に向けた検討等を可能とするため、閉鎖性海域を対象とした一般的な調査内容、検査
方針を盛り込んだ手引き、要領を作成する必要がある。
○海洋汚染防法に基づく廃棄物の海洋投入処分許可制度を適切に運用するとともに、海洋環境モニタリングの実施により陸域起源及び海洋投入処分によ
る海洋環境への影響を把握し、今後の我が国の海洋投入処分の在り方の検討を進める。
○水質汚濁防止法の改正によって、地下水汚染の未然防止のための新たな制度が創設されたことから、制度の円滑な施行を確保するため、確実かつ安価
な漏洩検知技術について、事例調査・実証を行い、また、施設以外の有害物質の貯蔵場所や作業場所等における地下水汚染未然防止施策の充実に向けた
検討を行う。
○市街地土壌汚染対策については、平成22年４月より全面施行された改正土壌汚染対策法及び平成23年７月に改正された同法施行規則等を円滑に施行す
るため、十分なフォローアップを行う必要がある。
○臭素系ダイオキシンについて、予算規模は維持しつつも、調査を加速化し数年以内で一定の成果を取りまとめ、次のステップに進む。
○農薬登録保留基準は、農薬製造者等からの申請を受けて設定するものであるが、当初の想定を大きく下回る件数であり、目標数と実質値の乖離が生じ
たため、今後、農薬登録保留基準設定について、目標値の見直しを行う。

　政策評価結果を踏まえ、調査事項や検討方法について見直しを行い、効率化を図った。また、一部の事業については、昨年度より事業内容を統合する
とともに、対策の検討、実施方法について見直し、更なる効率化を図っている。

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省

Ａ 2 一般 環境本省

Ａ 3 一般 地方環境事務所

A 4 一般 地方環境事務所

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

東日本大震災復旧・復興に係る大気・水・土壌環境等の
保全に必要な経費

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

項

大気・水・土壌環境等保全費

東日本大震災復旧・復興大気・水・
土壌環境等保全費

東日本大震災復旧・復興に係る大気・水・土壌環境等の
保全　に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

東日本大震災復旧・復興地方環境対
策費

地方環境対策費

政策名

の内数

予算額

合計

大気・水・土壌環境等の保全 ③

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

小計

5,457,424

の内数

23年度
当初予算額

5,455,577

1,847

の内数

24年度
概算要求額

6,333,033

36,570,895

1,036

343,543,312

386,448,276

の内数

の内数

5,457,424

の内数

の内数

の内数

386,448,276

の内数

の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ③
（千円）

23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

A 1 30,971 41,990 11,019 △ 5,036

Ａ 1 147,812 140,622 △ 7,190 △ 7,190

Ａ 1 250,716 225,331 △ 25,385 △ 25,385

Ａ 1 91,346 65,091 △ 26,255 △ 26,255

Ａ 1 168,913 168,913 △ 4,536

A 1 172,735 146,847 △ 25,888 △ 25,888

政策評価調書（個別票3）

大気環境監視システム整備経
費（「自治体常時監視データ
の即時収拾及び公表」及び
「花粉観測体制整備費」を組
替）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

備品の調達計画の見直しを行い、新たなシステム更新費用を捻出する等により
要求額を調整。

政策評価結果を踏まえ、モニタリング調査における調査地点数や調査回数の削
減及び排出抑制対策調査における経費の削減等の事業内容の見直しを行い、予
算の減額要求を行った。

政策評価結果の概算要求への反映内容

これまでの成果を踏まえ、大気汚染防止規制等対策推進事業のうち、３年に１
度実施する大気汚染物質排出量総合調査に必要な予算を重点的に要求する一
方、大気汚染防止法施行状況調査の集計にパソコンのソフトに使用できるデー
タを提供することにより、人件費について経費縮減を図り、予算の増額要求を
行った。

事業内容を精査し、検討に必要な人件費等を削減することにより予算要求額を
減額。

事業の重点化等を行うことにより予算要求額を減額。

事業内容を精査し、検討に必要な人件費等を削減することにより予算要求額を
減額。

有害大気汚染物質等対策推進
費

事務事業名 整理番号

光化学オキシダント総合対策
推進費

予算額

大気・水・土壌環境等の保全

大気環境監視測定網整備推進
費

微小粒子状物質（PM2.5）等総
合対策費（名称変更）

大気汚染防止規制等対策推進
費

政策名
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23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

予算額

A 1 387,606 279,414 △ 108,192 △ 108,192

Ａ 1 24,425 18,317 △ 6,108 △ 6,108

Ａ 1 293,495 278,883 △ 14,612 △ 14,612

Ａ 1 190,700 171,628 △ 19,072 △ 25,156

Ａ 1 30,000 30,000 △ 515

Ａ 1 64,956 52,288 △ 12,668 △ 4,417

Ａ 1 11,074 8,202 △ 2,872 △ 2,872

Ａ 1 80,214 80,221 7

Ａ 1 151,968 138,158 △ 13,810 △ 13,810

Ａ 1 115,074 116,736 1,662 △675

Ａ 1 38,408 19,807 △ 18,601 △ 18,601

Ａ 1 128,781 67,957 △ 60,824 △ 60,824

コベネフィットアプローチ推
進事業

政策評価結果を踏まえ、国際応用分析システム研究所（IIASA）の研究活動支援
に係る予算について重点的に要求する一方、普及・啓発活動経費について経費
縮減を図り、予算の減額要求を行った。

自動車排出ガス・騒音規制強
化等の推進

規制に関する必要性を鑑みつつ、必要性と緊急性を考慮することにより既存の
予算を見直し、予算要求額を削減した。

環境測定等に関する調査費
バイオレメディエーションに係る事業について24年度の実施を見直すことなど
により、要求額を削減した。

日本モデル環境対策技術等の
国際展開

事業目的を一層効果的・効率的に実現するため、事業内容等について見直し、
精査することにより要求額を削減した。

大気汚染物質による暴露影響
研究費

政策評価結果を踏まえ、東アジア諸国の大気管理能力の向上の支援、EANET活動
の将来発展に向けた取組、オゾンやエアロゾルも含めた越境大気汚染、及び生
態影響の監視に重点化した長期モニタリング、及び黄砂の実態解明と日中韓の
共同研究を行うこととした。

大気環境基準等設定業務費

越境大気汚染対策推進費

船舶・航空機排出ガス検討調
査

政策評価を踏まえ、業務の効率化を図り、予算の減額要求を行った。

政策評価を踏まえ、業務の効率化を図り、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、船舶・航空機の統合を継続し効率化したうえで、可能
な限り経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

自動車交通環境監視測定費
大気環境保全上、必要なデータの収集のための最低限の施設・機器及び維持管
理であるが、今後とも引き続き効率化を図る。

自動車大気汚染対策等推進事
業

政策評価結果を踏まえ、自動車等大気環境総合対策費について、自動車NOx・PM
法に係る基本方針を平成23年3月に変更し、常時監視測定局の存在しない地点に
おける簡易測定の実施等新規事業に必要な予算を重点的に要求する一方、継続
する事業の内容を精査することで経費縮減を図り、事業全体では予算の減額要
求を行った。

国際連合地域開発センター拠
出金

アジアにおける環境的に持続可能な交通推進に向け、より効率的な支援となる
よう支出内容を見直し、概算要求に反映した。

オフロード特殊自動車排出ガ
ス対策推進費

政策評価結果を踏まえ、オフロード法調査検討経費について、内容を精査する
ことで経費の縮減を図り、予算の減額要求を行った。
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23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

予算額

Ａ 1 36,571 30,474 △ 6,097 △ 6,097

Ａ 1 53,900 45,839 △ 8,061 △ 8,061

Ａ 1 16,589 △16,589

Ａ 1 17,139 15,493 △ 1,646 △1,646

Ａ 1 21,986 18,801 △ 3,185 △3,185

Ａ 1 13,430 10,205 △3,225 △3,225

Ａ 1 236,579 191,490 △ 45,089 △ 236,579

Ａ 1 96,804 82,647 △ 14,157 △14,157

Ａ 1 28,693 16,925 △ 11,768 △ 11,768

Ａ 1 130,100 96,996 △ 33,104 △ 33,104

Ａ 1 18,401 11,213 △ 7,188 △ 7,188

Ａ 1 236,595 164,810 △ 71,785 △ 71,785

Ａ 1 124,537 80,062 △ 44,475 △ 43,675

Ａ 1 54,339 49,244 △ 5,095 △ 5,095

漂流・漂着・海底ごみに係る
削減方策検討事業費等

政策評価結果も踏まえ、事業内容の見直し等を行い、予算の減額要求を行っ
た。

海洋環境関連条約対応事業費
政策評価結果も踏まえ、事業内容の見直し等を行い、予算の減額要求を行っ
た。

国際的水環境改善活動推進費 政策評価を踏まえ、事業の重点化、整理統合し、予算の減額要求を行った。

水質関連情報利用基盤整備費
政策評価結果を踏まえ、各システムを集約・改修を行いシステムの効率的な一
括運用することにより経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

湖沼環境対策等推進費
政策評価結果を踏まえ、関係性が高い調査、検討を整理し、統合・組み替えす
ることにより、予算及び執行の効率化を図った。

気候変動による水質への影響
解明、適応策検討調査費

政策評価結果を踏まえ、事業内容の見直しを行い、予算の減額要求を行った。

悪臭公害防止強化対策事業
悪臭公害防止強化対策事業のうち、臭気指数規制の転換促進に係る予算を重点
的に要求する一方、嗅覚測定法を検討する業務や簡易な嗅覚測定法の普及に必
要な予算について経費削減を図り、予算の減額要求を行った。

水質環境基準検討費
政策評価結果を踏まえ、関係性が高い調査を整理し、統合・組み替えすること
により、予算及び執行の効率化を図った。

排水対策推進費
政策評価結果を踏まえ、経費について効率化を図り、予算の減額要求を行っ
た。

騒音・振動対策関連経費のうち、規制以外の手法による騒音対策事業、振動評
価量の検討事業に必要な予算を重点的に要求し、普及関連経費等について経費
縮減を図り、予算の減額要求を行った。

ヒートアイランド現象に対す
る適応策検討

これまでの成果を踏まえ、事業内容の効率化を図り概算要求額を減額。

地域におけるヒートアイラン
ド対策の推進

震災の影響や今夏の節電の取組を踏まえて事業内容を刷新することで、より効
率的・効果的な事業実施に努め、概算要求に反映。

ヒートアイランド現象による
環境影響の定量的把握

廃止

低周波音の影響に関する検討
騒音測定期間の縮小や、設置する検討会及び低周波音測定評価方法講習会の開
催回数の削減等、全体的に事業内容を簡素化し、予算の減額要求を行った。

騒音・振動評価手法及び規制
手法等に係る検討
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23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

予算額

Ａ 1 108,378 106,698 △ 1,680 △ 1,680

Ａ 1 79,395 54,577 △ 24,818 △ 11,479

Ａ 1 156,559 128,187 △ 28,372 △ 28,372

Ａ 1 65,080 42,175 △ 22,905 △ 22,905

Ａ 1 10,321 9,504 △ 817 △ 817

Ａ 1 17,246 12,591 △ 4,655 △ 4,655

Ａ 1 23,953 19,274 △ 4,679 △ 4,679

Ａ 1 316,504 243,465 △73,039 △53,013

Ａ 1 55,037 43,257 △11,780 △8,184

Ａ 1 44,007 27,418 △16,589 △12,375

Ａ 1 39,741 39,746 5
ダイオキシン類対策環境情報
等調査

政策評価結果を踏まえ、精度管理の審査方法を見直し、さらに実効性のあるも
のとするための予算への組み替えを行った。

市街地土壌汚染対策費
政策評価結果を踏まえ、市街地土壌汚染対策に係る事業を一部統合し、業務内
容の効率化を図り、予算の減額要求を行った。

農用地土壌汚染対策費
政策評価結果を踏まえ、農用地土壌及び米に係るカドミウムの測定方法の見直
し及び精度管理指針の検討調査が平成23年度で終了予定のため、予算の減額要
求を行った。

ダイオキシン類土壌汚染対策
費

政策評価結果を踏まえ、ダイオキシン類土壌汚染調査・測定技術検討調査事業
については、所要の目的を達成したことから、予算要求を行わないこととし
た。

流域視点からの硝酸性窒素対
策推進費

政策評価結果を踏まえ、事業全体について、検討会開催経費について経費縮減
を図り、予算の減額要求を行った。

地下浸透の防止による地下水
汚染対策推進費

政策評価結果を踏まえ、事業全体について、現地調査やヒアリング、検討会開
催経費について経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

地盤沈下等水管理推進費
政策評価結果を踏まえ、新たに必要とされる統合的な管理方策の策定に必要な
予算を重点的に要求する一方、既存の事業については調査事項の見直し・統合
による経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

総量削減及び瀬戸内海環境保
全等施行業務費

政策評価結果を踏まえ、総量削減状況解析等把握については、効率化を図り予
算の減額要求を行った。また、窒素、りんの排水規制に係る全国閉鎖性海域一
斉点検については、事業の重点化を行い、予算の減額要求を行った。

閉鎖性海域環境保全推進等調
査費（有明海・八代海総合調
査評価委員会経費を含む）

政策評価結果を踏まえ、東アジア諸国における水質総量規制制度支援事業につ
いては、所要の目的を達成したため、予算要求を行わないこととした。また、
有明海・八代海再生フォローアップ調査については、効率化を図り、予算の減
額要求を行った。

閉鎖性海域管理方策検討費
政策評価結果を踏まえ、海域の物質循環健全化計画策定事業については、事業
内容の見直しを行い、予算の減額要求を行った。

海洋基本計画推進経費
政策評価結果も踏まえ、事業内容の見直し等を行い、予算の減額要求を行っ
た。
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23年度
当初
予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

予算額

Ａ 1 39,329 39,329 △ 618

Ａ 1 10,843 7,999 △ 2,844 △ 2,844

△ 845,866

臭素系ダイオキシン類実態解
明調査

政策評価結果を踏まえ、調査の内容を見直して、より効率化をはかった。

POPs条約に基づくダイオキシ
ン類等非意図的生成物に係る
BAT/BEP推進事業

政策評価結果を踏まえ、当該事業のうち、各国等への情報提供をより効率的に
行うため、事業の見直しを行った。

合計
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番号評価方式廃棄物・リサイクル対策の推進政策名

＜98,590,203＞

68,521,735

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

-27,619

目標４－１　国内及び国際的な循環型社会の構築
　循環型社会形成推進基本計画に基づき定められた、資源生産性の向上、循環利用率の向上、廃棄物最終処分量の削減等の目標を達成するとともに、３Ｒイニシアティブに基づき国
際的に３Ｒを推進することにより、循環型社会の形成をめざす。
　１．資源生産性、２．循環利用率、３．廃棄物最終処分量の進捗状況から目標の達成度合いを測定する。

目標４－２　循環資源の適正な３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進
　定められた計画値の達成に向けて、各種リサイクル法の円滑な施行等により、循環資源の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進する。
　１．容器包装リサイクル法に基づく容器包装分別収集量、２．家電リサイクル法における特定家庭用機器の再商品化率、３．食品リサイクル法における食品関連事業者による食品
循環資源の再生利用等の実施率、４．建設リサイクル法における特定建設資材の再資源化等の実施率、５．資源有効利用促進法におけるパソコン及び小型二次電池の自主回収・再資
源化率、６．自動車リサイクル法における自動車破砕残さ（シュレッダーダスト）及びガス発生器（エアバック類）の再資源化率、７．（間接）容器包装リサイクル法に基づく分別
収集実施市町村数（全市町村数に対する割合）、８．循環利用率（循環利用量÷総物質投入量）、９．循環型社会ビジネス市場の規模の進捗状況から目標の達成度合いを測定する。

目標４－３　一般廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）
　一般廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の総合的かつ計画的な推進を図る。
　１．一般廃棄物の排出量、２．一般廃棄物のリサイクル率、３，一般廃棄物の最終処分量、４．一般廃棄物焼却炉からのダイオキシン類の排出量の進捗状況から目標の達成度合い
を測定する。

目標４－４　産業廃棄物対策（排出抑制・リサイクル・適正処理等）
　産業廃棄物の排出抑制、リサイクル、適正処理等について施策の総合的かつ計画的な推進を図る。
　１．産業廃棄物の排出量、２．産業廃棄物の再生利用量、３．産業廃棄物のリサイクル率、４．産業廃棄物の最終処分量の進捗状況から目標の達成度合いを測定する。

目標４－５　廃棄物の不法投棄の防止等
　不法投棄等の未然防止・拡大防止対策及び残存事案対策、有害な廃棄物の適正な処理の確保等、並びに特定有害廃棄物等の適正な輸出入等の確保を推進する。
　１．産業廃棄物の不法投棄件数、２．産業廃棄物の不法投棄量、３．5,000ﾄﾝを超える産業廃棄物の不法投棄件数、４．（参考）バーゼル法輸出承認件数、５．（参考）バーゼル法
輸入承認件数、６．（参考）廃棄物処理法輸出確認件数、７．（参考）廃棄物処理法輸入許可件数の進捗状況から目標の達成度合いを測定する。

目標４－６　浄化槽の整備によるし尿及び雑排水の適正な処理
　中山間地域等の汚水処理施設整備として、浄化槽の普及を行い、生活排水の適正な処理によって健全な水環境を確保する。
　１．浄化槽処理人口普及率（浄化槽普及人口の総人口に対する割合）の進捗状況から目標の達成度合いを測定する。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

98,590,203

15,199,199

98,470,922

＜76,537,093＞

20年度

87,890,624

10,727,198 2,264,682

＜98,470,922＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
300,000

67,065,872

22年度21年度 23年度

④

81,007,041

351,933,422

541,749,686

実績

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

60,489,927

63,426,214

9,171,221

76,537,093

74,802,027



別紙（10－3）

－

　政策評価結果を踏まえ、平成２４年度においては、以下について重点的に施策を講じていくこととしている。
・東日本大震災特別財政援助法や災害廃棄物処理特別措置法に基づき、市町村等が実施した災害廃棄物の処理に対して財政的な支援を行う。また、放射
性物質汚染対処特別措置法の成立を踏まえ、放射性物質による汚染された廃棄物の国による直轄処理事業を実施する。
・市町村の自主性と創意工夫を活かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の整備を推進する。また、湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大
きな原因となっている生活排水対策を推進し良好な水環境や健全な水循環を確保するため、浄化槽整備に対する助成制度の充実を図る。
・使用済小型電気電子機器の回収等の社会的実証事業を行うとともに、技術的基準の設定や情報発信の事業を実施し、速やかに小型電気電子機器のリサ
イクルに資する制度を創設する。
・アジアの環境保全への貢献と我が国経済の活性化に資するため、我が国の静脈産業を育成し、その海外展開を支援する。

【新規要求事項】
○震災がれき処理促進地方公共団体緊急支援基金事業（グリーンニューディール基金）＜復旧・復興＞
○災害廃棄物処理代行事業＜復旧・復興＞
○廃棄物処理施設災害復旧費補助（公共）
○災害廃棄物広域処理等支援事業＜復旧・復興＞
○放射性物質汚染廃棄物処理事業＜復旧・復興＞
○中間貯蔵施設検討・整備事業＜復旧・復興＞
○放射性物質汚染廃棄物の適正処理等調査検討事業＜復旧・復興＞
○東北復興に向けた地域循環資源徹底利用促進事業＜復旧・復興＞
○使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費＜要望枠＞
○震災廃棄物対策指針の策定
○浄化槽有効利用・技術開発調査検討費
○水銀廃棄物の処分に係る技術的基準の検討業務費

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 △ 295,150

Ａ 2 一般 環境本省

Ａ 3 一般 環境本省 △ 1,694,000

Ａ 4 一般 環境本省

Ａ 5 一般 地方環境対策費 △ 7,088

△ 1,996,238

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

の内数

の内数

541,749,686

の内数

○○○,○○○

の内数＜○○,○○○＞

の内数

24年度
概算要求額

8,298,481

53,023,200

29,444

541,749,686

の内数

60,489,927

の内数

＜○○,○○○＞

60,489,927

23年度
当初予算額

7,632,595

52,815,200

42,132

事項

小計

小計

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費地方環境対策費

東日本大震災復旧・復興廃棄物・リ
サイクル対策推進費

東日本大震災復旧・復興に係る廃棄物・リサイクル対策
の推進に必要な経費

合計

廃棄物・リサイクル対策の推進 ④

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

-1,996,238

政策名

の内数

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

○○○,○○○

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

項

廃棄物・リサイクル対策推進費

廃棄物処理施設整備費 廃棄物処理施設整備に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

予算額

455,469,561

東日本大震災復旧・復興廃棄物処理
施設整備費

東日本大震災復旧・復興に係る廃棄物処理施設整備に必
要な経費

24,929,000
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ④
（千円）

整理
番号

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 11,157 8,368 △ 2,789 △ 2,789

Ａ 1 63,653 54,209 △ 9,444 △ 9,444

Ａ 1 47,909 38,264 △ 9,645 △ 9,645

Ａ 1 57,375 43,031 △ 14,344 △ 14,344

Ａ 1 1,399 △ 1,399 △ 1,399

Ａ 1 179,700 134,776 △ 44,924 △ 44,924

Ａ 1 12,338 9,254 △ 3,084 △ 3,084

Ａ 1 11,623 5,812 △ 5,811 △ 5,811
政策評価結果を踏まえ、執行実績を勘案し、業務の効率化により、予算の減額
要求を行った。

循環型社会づくりビジネス支
援事業

政策評価結果を踏まえ、モデル事業や実証事業の箇所数を減らし、事業内容を
重点化したことにより、予算の減額要求を行った。

家電リサイクル推進事業費 政策評価結果を踏まえ、調査内容の重点化により、予算の減額要求を行った。

資源の有効利用促進に係る適
正化事業費

政策評価結果を踏まえ、白書英語版について経費縮減を図る等、予算の減額要
求を行った。

政策評価結果を踏まえ、数値目標達成状況調査について経費縮減を図り、予算
の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、廃止し、予算要求を行わないこととした。

政策評価結果を踏まえ、「リデュース・リユースを重視した３Ｒ強化・促進プ
ログラム「見える化」推進費」を組み替え、見える化業務について経費縮減を
図る等、予算の減額要求を行った。

分散・自立型の持続的で災害
に強い地域循環圏整備推進事
業
（「低炭素型「地域循環圏」
整備推進事業」を組み替え）

政策評価結果を踏まえ、「低炭素型「地域循環圏」整備推進事業」を組み替
え、地域計画策定支援に必要な予算を重点的に要求する一方、発展戦略策定事
業については所要の目的を達成したため、予算要求を行わないこととし、地域
循環圏形成事業について経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

循環型社会形成推進基本計画
見直しに向けたフォローアッ
プ・高度化推進費

適正な資源循環を支える消費
を通じた循環型のライフスタ
イルへの変革推進
（「ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽを重視した
３Ｒ強化・促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「見
える化」推進費」を組み替
え）

政策評価調書（個別票3）

廃棄物・リサイクル対策の推進政策名

政策評価結果の概算要求への反映内容

循環型社会形成総合情報収
集・集積システム構築事業費

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

予算額

事務事業名

循環型社会形成年次報告策定
事務費

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 
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整理
番号

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の概算要求への反映内容
政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

予算額

事務事業名

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 

Ａ 1 14,781 7,391 △ 7,390 △ 7,390

Ａ 1 10,088 5,044 △ 5,044 △ 5,044

Ａ 1 10,676 8,974 △ 1,702 △ 1,702

Ａ 1 137,050 100,000 △ 37,050 △ 37,050

Ａ 1 600,000 540,000 △ 60,000 △ 60,000

Ａ 1 6,941 6,120 △ 821 △ 821

Ａ 1 43,644 42,792 △ 852 △ 852

Ａ 1 3,455 3,252 △ 203 △ 203

Ａ 1 27,682 14,786 △ 12,896 △ 12,896

Ａ 1 93,648 71,752 △ 21,896 △ 21,896

Ａ 1 16,189 12,670 △ 3,519 △ 3,519

廃棄物処分基準等設定費
政策評価結果を踏まえ、安定型最終処分場に係る基準省令の改正対応マニュア
ル作成については廃止する等、概算要求額を減額。

移動式廃棄物処理施設に係る
基準設定検討事業

政策評価結果を踏まえ、移動式廃棄物処理施設による環境影響等の検討調査に
ついては廃止とし、概算要求額を減額。

食品リサイクル推進事業費
政策評価結果を踏まえ、執行実績を勘案し、業務の効率化により、予算の減額
要求を行った。

建設リサイクル推進事業費
政策評価結果を踏まえ、執行実績を勘案し、業務の効率化により、予算の減額
要求を行った。

自動車リサイクル推進事業費
政策評価結果を踏まえ、執行実績を勘案し、業務の効率化により、予算の減額
要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、アジア各国の低炭素・循環型社会構築の計画的推進支
援及びアジア循環型社会構築検討調査に必要な予算を重点的に要求する一方、
３Ｒ推進国際協力プランの検討、南東・東アジア環境と保健に関する地域
フォーラム廃棄物作業部会における活動経費及び３Ｒナレッジハブ整備強化事
業について経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

日系静脈産業メジャーの育
成・海外展開促進事業

日中韓循環型社会プロジェク
ト推進費

政策評価結果を踏まえ、人件費等について経費縮減を図る等、予算の減額要求
を行った。

政策評価結果を踏まえ、静脈産業の戦略的海外展開促進に必要な予算を重点的
に要求する一方、日系静脈産業メジャーの海外展開支援及び次世代の海外展開
を担う静脈産業の育成について経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

アジア低炭素・循環型社会構
築力強化プログラム事業

政策評価結果を踏まえ、執行状況を勘案し、事業内容及び調査手法を見直し、
効率的に実施することにより、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、国家試験受験者数の実績の推移を勘案し、予算の減額
要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、執行状況を勘案し、業務の効率化を図り、予算の減額
要求を行った。

浄化槽管理士国家試験費

浄化槽整備推進費

浄化槽指導普及事業費
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整理
番号

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

政策評価結果の概算要求への反映内容
政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

予算額

事務事業名

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 

Ａ 1 5,559 5,029 △ 530 △ 530

Ａ 1 12,960 9,925 △ 3,035 △ 3,035

Ａ 1 95,591 71,693 △ 23,898 △ 23,898

Ａ 1 11,516 8,631 △ 2,885 △ 2,885

Ａ 1 97,121 124,616 27,495 △ 21,989

Ａ 3 10,998,500 9,304,500 △ 1,694,000 △ 1,694,000

Ａ 5 4,428 △ 4,428 △ 4,428

Ａ 5 25,312 22,652 △ 2,660 △ 2,660

12,600,295 10,653,541 △ 1,946,754 △ 1,996,238

石綿含有廃棄物無害化処理技
術認定事業

政策評価結果を踏まえ、事業内容を効率化することにより、概算要求額を減
額。

廃棄物処理に係る認定審査体
制強化モデル事業

政策評価結果を踏まえ、廃止し、予算要求を行わないこととした。

廃棄物処理施設整備費補助
政策評価結果を踏まえ、補助対象を精査すること等により、概算要求額を減
額。

ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推
進事業

政策評価結果を踏まえ、処理困難なＰＣＢ廃棄物に関する実態調査の実施等を
廃止、概算要求額を減額。

産業廃棄物処理業経営基盤安
定化・振興対策検討費

政策評価結果を踏まえ、事業内容を効率化することにより、概算要求額を減
額。

ＩＴを活用した循環型地域づ
くり基盤整備事業

産業廃棄物処理業優良化推進
事業費

政策評価結果を踏まえ、システムの機能改修は必要最小限とする等により、概
算要求額を減額。

政策評価結果を踏まえ、講習会や研修会の事業内容を見直すことにより、概算
要求額を減額。

循環型社会形成推進事業費
政策評価結果を踏まえ、人件費等について経費縮減を図る等、予算の減額要求
を行った。

合計
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番号

6,589,803

24年度概算要求額

＜達成すべき目標＞
【目標５－１　基盤的施策の実施及び国際的取組】
　生物多様性国家戦略2010に基づき、各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組を進める。また、
国際的枠組への参加を通じて、自然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全を図る。

【目標５－２　自然環境の保全・再生】
・原生的な自然環境、里地里山などの二次的な自然、干潟などの生態系を地域の特性に応じて保全、維持管理する。
・過去に損なわれた自然について、多様な主体の参画による自然再生を行う。
・生物多様性保全について先進的・効果的な取組を支援することで、今後の保全活動の推進に繋げる。
・自然状況や社会状況、風景評価の多様化等の変化をふまえ、国立・国定公園の区域及び公園計画について、着実に見直しを行い、適切な保護管理を
行う。

【目標５－３　野生生物の保護管理】
　新たに種の絶滅が生じないようにするとともに、絶滅の危機に瀕している種の個体数の維持・回復。外来生物による在来生物や生態系への影響の防
止。

【目標５－４　動物の愛護及び管理】
　自治体における犬及び猫の引取り数の半減、犬及び猫の殺処分率の減少、犬及び猫の所有明示の実施率の倍増

【目標５－５　自然とのふれあいの推進】
　豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快適な自然とのふれあいの場の提
供やふれあい活動をサポートする人材の育成を行う。

＜目標の達成度合いの測定方法＞
【目標５－１　基盤的施策の実施及び国際的取組】
・「生物多様性」の認識状況
・生物多様性地域戦略策定着手済数
・全国の1/2.5万地形図面数に対する植生図整備図面数の割合[図面数/図面数]

【目標５－２　自然環境の保全・再生】
・自然再生協議会の数
・環境省の自然再生事業実施地区数
・当該年度を終期とする国立・国定公園の点検等見直し計画の達成率

【目標５－３　野生生物の保護管理】
・希少野生動植物の現状把握と保護増殖の進捗状況
・特定外来生物の国内におけ定着防止や防除の進捗状況(防除事業の実施箇所数)
・野生鳥獣の保護管理の進捗状況(国指定鳥獣保護区指定箇所数)

【目標５－４　動物の愛護及び管理】
・自治体における犬及び猫の引取り数
・犬及び猫の殺処分率
・犬及び猫の所有明示の実施率

【目標５－５　自然とのふれあいの推進】
・自然とのふれあい場である自然公園等の利用者の推移
・エコツーリズム推進法の規定に基づく全体構想認定数
・自然ふれあいメニューの拡充やエコツーリズムの推進、及び温泉利用の宿泊施設利用人数の推移

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

17,577,475

23年度

26,416,833

20,478,888

05,556,284

22,546,472

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

⑤

15,613,170 16,391,02715,836,610

＜25,649,603＞

25,649,603

＜26,416,833＞

14,445,499

補 正 予 算 （ 千 円 ）
1,000,000

18,827,030

22年度

20,220,273

評価方式生物多様性の保全と自然との共生の推進政策名

4,480,149

＜20,220,273＞

2,030,051
予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

【政策ごとの予算額等】

2,353,611

21年度20年度
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＜達成すべき目標＞
【目標５－１　基盤的施策の実施及び国際的取組】
　生物多様性国家戦略2010に基づき、各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、国民への生物多様性に関する普及啓発などの取組を進める。また、
国際的枠組への参加を通じて、自然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全を図る。

【目標５－２　自然環境の保全・再生】
・原生的な自然環境、里地里山などの二次的な自然、干潟などの生態系を地域の特性に応じて保全、維持管理する。
・過去に損なわれた自然について、多様な主体の参画による自然再生を行う。
・生物多様性保全について先進的・効果的な取組を支援することで、今後の保全活動の推進に繋げる。
・自然状況や社会状況、風景評価の多様化等の変化をふまえ、国立・国定公園の区域及び公園計画について、着実に見直しを行い、適切な保護管理を
行う。

【目標５－３　野生生物の保護管理】
　新たに種の絶滅が生じないようにするとともに、絶滅の危機に瀕している種の個体数の維持・回復。外来生物による在来生物や生態系への影響の防
止。

【目標５－４　動物の愛護及び管理】
　自治体における犬及び猫の引取り数の半減、犬及び猫の殺処分率の減少、犬及び猫の所有明示の実施率の倍増

【目標５－５　自然とのふれあいの推進】
　豊かな自然とのふれあいや休養などの国民のニーズに応えるため、持続可能な自然資源の保全を図りつつ、安全で快適な自然とのふれあいの場の提
供やふれあい活動をサポートする人材の育成を行う。

＜目標の達成度合いの測定方法＞
【目標５－１　基盤的施策の実施及び国際的取組】
・「生物多様性」の認識状況
・生物多様性地域戦略策定着手済数
・全国の1/2.5万地形図面数に対する植生図整備図面数の割合[図面数/図面数]

【目標５－２　自然環境の保全・再生】
・自然再生協議会の数
・環境省の自然再生事業実施地区数
・当該年度を終期とする国立・国定公園の点検等見直し計画の達成率

【目標５－３　野生生物の保護管理】
・希少野生動植物の現状把握と保護増殖の進捗状況
・特定外来生物の国内におけ定着防止や防除の進捗状況(防除事業の実施箇所数)
・野生鳥獣の保護管理の進捗状況(国指定鳥獣保護区指定箇所数)

【目標５－４　動物の愛護及び管理】
・自治体における犬及び猫の引取り数
・犬及び猫の殺処分率
・犬及び猫の所有明示の実施率

【目標５－５　自然とのふれあいの推進】
・自然とのふれあい場である自然公園等の利用者の推移
・エコツーリズム推進法の規定に基づく全体構想認定数
・自然ふれあいメニューの拡充やエコツーリズムの推進、及び温泉利用の宿泊施設利用人数の推移

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
○生物多様性条約第10回締約国会議(COP10)の成果を踏まえた生物多様性国家戦略の見直し
○COP10議長国として国際的なリーダーシップを発揮しつつ、アジア各国をはじめ各締約国との連携を強化し、COP10決定事項の達成に向けた積極的な
貢献
○国立・国定公園等の指定地域の総点検
○地域と共存し、地域との協働により保全を図る日本型国立公園制度の特徴のさらなる発展
○特に保護の優先度が高い種についての詳細な調査
○保護増殖事業の着実な推進
○野鳥の高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況のモニタリング調査の拡大・強化
○動物愛護管理法等についての国民への一層の周知、普及啓発
○温泉の持続的かつ適正な利用の推進等を行う。

生態系のもたらす恵みを将来にわたって継承するため、国土全体から地域までの様々なレベルにおいて、それぞれの多様な生態系及び動植物が保全さ
れ、持続可能な利用が図られる「自然と共生する社会」を実現するための各種施策を行うとともに必要な人員を配置できるように要求を行う。

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 △ 553,684

Ａ 2 一般 環境本省

Ａ 3 一般 環境本省 △ 7,465

Ａ 4 一般 環境本省 0

Ａ 5 一般 環境本省 0

Ａ 6 一般 地方環境事務所 △ 84,329

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

生物多様性の保全等の推進に必要な経費

生物多様性の保全等の推進に必要な経費

項

生物多様性保全等推進費

環境保全施設整備費 環境保全施設整備に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

△ 645,478

政策名

小計

予算額

合計

生物多様性の保全と自然との共生の推進 ⑤

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

自然公園等事業に必要な経費

地方環境対策費

自然公園等事業費

東日本大震災復旧・復興生物多様性
保全等推進費

東日本大大震災復旧・復興に係る生物多様性の保全等の
推進に必要な経費

23年度
当初予算額

5,124,080

266,561

9,527,218

事項

小計

1,473,168

16,391,027

16,391,027

24年度
概算要求額

8,244,406

1,778,165

9,034,424

1,389,352

22,546,472
△ 645,478

22,546,472

500,481

東日本大震災復旧・復興自然公園等
事業費

東日本大震災復旧・復興に係る自然公園等事業に必要な
経費

1,599,644
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑤
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

A 1 13,421 10,413 △ 3,008 △ 3,008

A 3 12,955 5,490 △ 7,465 △ 7,465

A 1 25,900 21,993 △ 3,907 △ 3,907

A 1 29,518 23,420 △ 6,098 △ 6,098

A 1 90,997 24,645 △ 66,352 △ 18,510

A 1 44,025 15,357 △ 28,668 △ 28,668

A 1 104,491 70,104 △ 34,387 △ 34,387

A 1 242,000 211,000 △ 31,000 △ 31,000

A 1 25,748 11,825 △ 13,923 △ 13,923

A 1 36,000 0 △ 36,000 △ 36,000

A 1 47,331 35,838 △ 11,493 △ 6,275

A 1 82,596 70,206 △ 12,390 △ 12,390

A 1 19,129 11,477 △ 7,652 △ 7,652

予算額

生物多様性の保全と自然との共生の推進

政策評価結果を踏まえ、事業内容の重点化を行い、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、他国との役割分担及び人件費・現地調査費等の見直し
により、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、「生物多様性保全計画策定事業」への重点化を行い、
予算の減額要求を行った。

政策名

海洋生物多様性保全関係経費

南極地域自然環境保全対策費
等

熱帯林等森林保全対策調査経
費等

事務事業名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果を踏まえ、対象地域の重点化による事業規模の縮小を図り、予算
の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、「森林保全活動に対する民間資金の導入方策検討調査
費」、「荒廃地回復技術の移転手法及びモニタリング・評価手法の確立に向け
た検討調査費」については、廃止。

政策評価結果を踏まえ、長期実施に伴う効率的実施及び人件費・分析費の見直
しにより経費を節減し概算要求額を減額。

特定地域自然林保全整備

自然再生活動推進費

アジア太平洋地域生物多様性
保全推進費

生物多様性保全活動支援事業

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)整理番号

原生的な自然環境の危機対策
事業

里地里山保全活用行動推進事
業

生物多様性関連技術開発等推
進事業

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、調査・対策の効率化を図り、予算の減額要求を行っ
た。

政策評価結果を踏まえ、里地里山保全活用行動推進事業のうち、全国の里地里
山保全活動への技術支援や情報発信に必要な予算の効率化・重点化を行い、予
算の減額要求を行った。

事業は廃止し、予算要求は行わないこととした。

効率化を図り、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、協働型管理運営体制構築事業について精査し、人件費
及び検討会回数の見直しにより経費を節減し、概算要求額を減額。

政策評価結果を踏まえ、効率化による経費縮減を図り、予算の減額要求を行っ
た。

生物多様性基本施策関係経費

国立公園等における協働型管
理運営推進事業

奄美地域国立公園指定推進調
査費

政策評価結果を踏まえ、「自然関連調査・検討及び専門家等による支援体制の
整備」等を廃止し、「自然再生協議会の設立・技術的課題解決への支援」への
重点化を行い、予算の減額要求を行った。

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 
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23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

予算額

事務事業名
政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 

A 1 76,471 62,063 △ 14,408 △ 14,408

A 6 12,594 8,907 △ 3,687 △ 3,687

A 6 20,596 16,068 △ 4,528 △ 4,528

A 6 6,146 0 △ 6,146 △ 6,146

A 1 48,020 46,409 △ 1,611 △ 1,611

A 1 76,213 20,147 △ 56,066 △ 56,066

A 6 2,504 1,697 △ 807 △ 807

A 1 19,096 4,324 △ 14,772 △ 16,522

A 6 6,741 4,991 △ 1,750 △ 1,750

A 1 59,092 66,592 7,500 △ 26,996

A 1 125,606 35,844 △ 89,762 △104,855

A 1 104,491 70,104 △ 34,387 △ 40,006

A 1 20,475 15,890 △ 4,585 △3,689

A 1 51,932 37,722 △ 14,210 △ 14,375

A 1 251,658 213,237 △ 38,421 △ 52,667希少種保護推進費

飼養動物の安全・健康保持推
進事業

政策評価結果を踏まえ、事業内容を見直しし、連絡会議回数の見直しにより業
務費を節減し、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、野生動植物資源に関する国内情報収集調査業務につい
ては、廃止とした。

アジア太平洋地域生物多様性
保全推進費

政策評価結果を踏まえ、他国との役割分担を見直し、事業の重点化を行い、予算の減
額要求を行った。

トキ生息環境保護推進協力費
政策評価結果を踏まえ、効果が数値で表しにくい野生個体群の非生息地域（河南省）
における野生復帰・モニタリング技術の検討調査については、廃止とした。

鳥獣保護基盤整備費

政策評価結果を踏まえ、事業の重点化を行い、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、事業内容の見直しを行い、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、南アルプス地域高山植物等被害防止対策事業につい
て、人件費及び各種調査旅費の見直しにより経費を節減し概算要求額を減額。

政策評価結果を踏まえ、一般飼養者にとっての課題に関する調査については所
要の目的を達成し、またガイドラインの作成及び普及・指導の実施等について
は経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

日光国立公園「那須平成の
森」管理運営体制構築事業

政策評価結果を踏まえ、自然環境モニタリング調査について、検討会回数や現
地調査回数等を見直し、必要最低限の予算となるよう、概算要求額を減額。

政策評価結果を踏まえ、自然とのふれあいに必要な予算要求を行いつつ、事業
内容を精査し、効率化及び合理化を図るなどして、予算の減額要求とした。

政策評価結果を踏まえ、自然とのふれあいに必要な予算要求を行いつつ、事業
内容を精査し、効率化及び合理化を図るなどして、予算の減額要求とした。

自然生きものふれあい推進等
事業費

政策評価結果を踏まえ、やんばる地域の国立公園指定に向けて一定の成果を得
たが、生物多様性保全に資する生業のあり方や米軍基地返還問題などもあるた
め、平成24年度事業については見送ることとした。

やんばる地域国立公園指定推
進調査費

国立公園等における大型獣と
の共生推進費

自然公園等利用ふれあい等推
進事業経費

政策評価結果を踏まえ、改正動物愛護管理法の施行及び大規模災害に対応した
ペット対策に必要な予算を重点的に要求する一方、マイクロチップ普及推進事
業を廃止し各種基準等の作成経費について経費縮減を図り、予算の増額要求を
行った。

野生動植物資源管理・利用
ネットワーク事業

飼養動物の安全・健康保持推
進事業

動物適正飼養推進・基盤強化
事業

政策評価結果を踏まえ、人件費や現地調査回数等を見直し、必要最低限の予算
となるよう、概算要求額を減額。

政策評価結果を踏まえ、業務全体について精査し、人件費や現地調査回数等を
見直し、必要最低限の予算となるよう、概算要求額を減額。

国立公園利用適正化システム
策定費

国立公園管理計画等策定調査
費
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23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

予算額

事務事業名
政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 

A 6 201,025 176,690 △ 24,335 △ 26,874

A 1 13,940 0 △ 13,940 △ 13,940

A 6 33,653 26,522 △ 7,131 △ 7,131

A 1 14,903 9,500 △ 5,403 △5,622

A 1 109,514 0 △ 109,514 △ 109,514

A 1 58,538 57,375 △ 1,163 △11,022

A 1 28,804 23,043 △ 5,761 △ 5,761

A 6 11,324 7,655 △ 3,669 △ 3,669

A 6 39,762 28,694 △ 11,068 △11,068

A 6 371,808 342,071 △ 29,737 △ 29,737

△ 645,478

政策評価結果を踏まえ、外来生物対策管理事業のうち、外来生物法施行から５
年を経過し検討を進めている施行状況評価でも課題として指摘をされている外
来種ブラックリストの作成に必要な予算を重点的に要求する一方、両生類新興
感染症等の調査経費ついては被害の拡散の効果を上げるなどの施策の進捗状況
を勘案し、経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

特定外来生物防除等推進事業
政策評価結果を踏まえ、事業の効率化を図り、購入物品の見直しや賃金職員等
の見直しにより、予算の減額要求を行った。

希少種保護推進費

国指定鳥獣保護区対策費 政策評価結果を踏まえ、事業の重点化を行い、予算の減額要求を行った。

政策評価結果を踏まえ、事業の重点化を行い、予算の減額要求を行った。

国指定鳥獣保護区対策費

外来生物対策管理事業地方事
務費

政策評価結果を踏まえ、事業の効率化を図り、購入物品の見直しや賃金職員等
の見直しにより、予算の減額要求を行った。

野生生物との共生推進費 政策評価結果を踏まえ、事業内容の見直しを行い、予算の減額要求を行った。

遺伝子組換え生物対策費
政策評価結果を踏まえ、事業の効率化を図り、請負調査費等の見直しにより、
予算の減額要求を行った。

希少野生動植物種生息地等保
護区管理費

政策評価結果を踏まえ、新規指定に係る調査業務について調査日数等の事業内容の
見直しを行い、予算の減額要求を行った。

外来生物対策費

合計

鳥獣保護管理対策費
政策評価結果を踏まえ、鳥獣保護管理対策事業については総合的かつ効率的に別事
業で実施するため、廃止とした。

政策評価結果を踏まえ、総合的かつ効率的に別事業で実施するため、廃止とした。
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番号

2,647,626

662,418

2,897,488

2,014,869

1,977,809

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

6,581,250

21年度 23年度

⑥

2,401,826

766,826
補 正 予 算 （ 千 円 ）

-20,157

2,255,227

22年度

971,325

4,139,977

20年度

2,517,602

913,057

378,598

(目標）化学物質による環境リスクを評価するとともに、リスクコミュニケーションを通じて社会的な合意形成を図りながら、環境リスクを管理し、人
の健康の保護及び生態系の保全を図る。

(測定方法）リスク評価やリスクコミュニケーションに係る事業の対象とされた化学物質数等、リスクコミュニケーションを推進するための人員の派遣
数や会議の開催数等。

・エコチル調査では、全国の大学、医療機関等の協力を得て、10万組の参加者の募集・登録、出生時の健康調査等の追跡調査を着実に進めるため、調査
実施体制を強化する。
・化学物質管理促進法の届出対象物質の排出量等は減少傾向にあるが、経済活動等による届出事業者数の減少傾向も考慮し、引き続きPRTR対象化学物質
の管理施策を実施していくことが必要。
・GHSの普及のため、対象となる物質の分類を引き続き行うなど、関連する国内の取組を強化する。

・「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行経費」については、所定の成果を得た事業については終了するとともに、法施行経費については
可能な限り、関係各省での分担や業務実績の効率性等を考慮の上、概算要求額を削減。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

3,809,257

評価方式化学物質対策の推進政策名

2,461,386

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 45,299

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

化学物質対策の推進に必要な経費

項

化学物質対策推進費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

45,299

政策名

の内数

小計

予算額

合計

化学物質対策の推進 ⑥

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

23年度
当初予算額

6,581,250

事項

小計

6,581,250

の内数

6,581,250

の内数

24年度
概算要求額

1,977,809

1,977,809

の内数

の内数

の内数

の内数

45,299

の内数

1,977,809
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑥
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 400,452 355,153 △ 45,299 45,299

45,299
合計

予算額

化学物質対策の推進

化学物質の審査及び製造等の
規制に関する法律施行経費

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

所定の成果を得た事業については終了し、関係各省での分担や業務実施の効率
性等を考慮の上、分析対象物質数及び人件費を縮減することにより概算要求額
を減額。

1政策＝1項の場合は事項名の省略可 
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番号

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 環境保健対策の推進 評価方式 総合･実績･事業 ⑦

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
22,888,073 24,561,320 24,111,558 24,202,209

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-535,627 -402,518 -1,330,281

24,894,445

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
0 0 40,419,115

計（千円）
22,352,446 24,158,802 63,200,392

執行額（千円）
20,963,102 24,149,896 51,941,260

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

(目標）公害による健康被害について、予防のための措置を講じ、被害の発生を未然に防止するとともに、被害者に対しては、汚染者負担の原則を踏ま
えつつ、迅速な救済・補償を図る。

(測定方法）各事業の進捗状況等

政策評価結果を受けて
改善すべき点

・花粉症については、花粉総飛散量や花粉飛散開始・終息時期の予測モデルの一部には予測精度が十分に高いとはいえないものもあり、今後更なる緻密
化を進める必要がある。

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

・「石綿問題への緊急対応に必要な経費」については、人件費等を見直すことにより、予算の減額要求を行った。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 49,072

Ａ 2 一般 環境本省

Ａ 3 一般 環境本省

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 環境保健対策の推進 ⑦

予　算　科　目 予算額
政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

整理番号 項 事項
23年度

当初予算額
24年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

環境保健対策推進費 環境保健対策の推進に必要な経費 15,035,209 16,023,445

東日本大震災復旧・復興環境保健対
策推進費

東日本大震災復旧・復興に係る環境保健対策の推進に必
要な経費

15,000

自動車重量税財源公害健康被害補償
費

自動車重量税財源健康被害補償に必要な経費 9,167,000 8,856,000

小計
24,202,209 24,894,445

49,072

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
24,202,209 24,894,445

49,072
の内数 の内数

の内数 の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑦
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 749,621 704,107 △ 45,514 49,072

49,072

政策評価調書（個別票3）

政策名 環境保健対策の推進

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容

石綿問題への緊急対応に必要
な経費

人件費等を見直すことにより、予算の減額要求を行った。

合計
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番号

262,276,532

79,059,619

108,319,902

107,571,658

1,341,664

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票１）

24年度概算要求額

1,034,412

21年度 23年度

⑧

1,453,301

-261,674,578

＜0＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
27,871,338

1,388,945

22年度

439,020

263,566,899

＜0＞

20年度

1,170,080

3,995,054

-4,000,000

（目標）市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり、環境保全の人づくり・地域づくりの推進を通じて、環境的側面、経済的側面、社
会的側面が統合的に向上する持続可能な日本社会を生み出す。

（測定方法）添付資料「目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式」に「測定指標」として記載。

本施策においては多くの施策において目標達成に向け一定の進展が見られるものの、
一方、「環境表示の信頼性確保のための検証事業」といった一部不要不急な事業を含むものについては、一層縮減に向けて取り組んでいく必要がある。

２４年度要求では、これまでの施策の連続性等を考慮しつつ、更に効率的に施策の効果が図れるよう
重点化を図り、メリハリの効いた予算要求を行った。

【政策ごとの予算額等】

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

1,165,134

評価方式環境・経済・社会の統合的向上政策名

＜0＞

1,079,407

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 -147,995

Ａ 2 一般 地方環境事務所 -1,434

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1 一般 ○○本省

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費

項

環境・経済・社会の統合的向上費

地方環境対策費 環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

-149,429

政策名

小計

予算額

合計

環境・経済・社会の統合的向上 ⑧

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

23年度
当初予算額

932,739

101,673

事項

小計

1,034,412

1,034,412

24年度
概算要求額

1,243,111

98,553

1,341,664

の内数 の内数

-149,429

1,341,664
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑧
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 1 121,709 29,495 △ 92,214 △ 92,214

Ａ 1 20,919 7,653 △ 13,266 △ 13,266

Ａ 1 82,785 77,028 △ 5,757 △ 5,757

Ａ
1
2

58,968 45,427 △ 13,541 △ 13,541

Ａ 1 24,651 △ 24,651 △ 24,651

309,032 159,603 △ 149,429 △ 149,429
合計

地球環境パートナーシッププ
ラザ運営

政策評価結果を踏まえ、協働取組推進事業のうち、基盤づくりに必要な予算を
重点的に要求する一方、機関誌購入費について経費縮減を図り、また、情報関
連経費については、効率化により人件費について削減を図り予算の減額要求を
行った。

持続可能な社会づくりを担う
事業型環境NPO・社会的企業中
間支援スキーム支援事業

政策評価結果を踏まえ、支援するNPO・社会的企業を東北地区に集中させ予算を
重点的に要求する一方、事業成果を全国展開するための全国事務局運営経費に
ついて効率化により経費縮減を図り、予算の減額要求を行った。

学校エコ改修と環境教育事業
（一般会計）

政策評価結果を踏まえ、学校エコ改修と環境教育事業については、所用の目的
を達成したため、予算要求を行わないこととした。

環境表示の信頼性確保のため
の検証事業

政策評価結果を踏まえ、環境表示の信頼性確保のための検証事業については、
進捗状況に合わせ、不要・不急な事業に関しては要求をしないこととし、予算
の減額要求を行った。

製品対策推進経費
政策評価結果を踏まえ、製品対策推進経費ついては、所要の目的を達成した経
費について要求しないこととし、予算の縮減を行った。

政策評価調書（個別票3）

政策名 環境・経済・社会の統合的向上

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容
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番号

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 環境政策の基盤整備 評価方式 総合･実績･事業 ⑨

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
22,766,626 22,176,222 24,234,148 24,398,275

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-231,543 1,773,614 -15,000

30,500,385

＜5,145,849＞ ＜6,069,775＞ ＜6,040,131＞ ＜8,759,994＞ ＜6,569,396＞

-

-＜3,560＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）
169,180 -683,151 671,158

＜0＞ ＜0＞ -＜277,925＞

計（千円）
22,704,263 23,266,685 24,890,306

＜5,142,289＞ ＜6,069,775＞ ＜5,762,206＞

執行額（千円）
22,460,926 22,789,018 24,352,410

＜5,055,096＞ ＜5,946,758＞ ＜5,695,493＞

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

（目標）各種の技術開発や研究の推進、環境とそれに関連する様々な情報の整備、意思決定の各段階への環境配慮の統合といった、持続可能な社会づく
りを支える基盤の整備を推進する。

（測定方法）添付資料「目標管理型の政策評価に係る評価書の標準様式」に「測定指標」として記載。

政策評価結果を受けて
改善すべき点

本施策においては多くの施策において目標達成に向け一定の進展が見られるものの、
一方、一部の事業については、事業内容を見直す等、一層縮減に向けて取り組んでいく必要がある。

政策評価結果の予算概算要求等
への反映状況

２４年度要求では、これまでの施策の連続性等を考慮しつつ、更に効率的に施策の効果が図れるよう
重点化を図り、メリハリの効いた予算要求を行った。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 環境本省 -5,025

Ａ 2 一般 環境本省 -30,577

Ａ 3 一般 環境本省

Ａ 4 一般 環境本省

Ａ 5 一般 環境本省 < > < >

Ａ 6 一般 環境本省 < > < >

Ａ 7 一般 環境本省 < > < >

Ａ 8 一般 環境本省

Ａ 9 一般 地方環境事務所

Ｂ 1 一般 環境本省

Ｂ 2 一般 環境本省

Ｂ 3 一般 環境本省

Ｂ 4 一般 環境本省

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

環境調査研修所 環境保全に関する調査、研修等に必要な経費 771,879 528,878

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 環境政策の基盤整備 ⑨

予　算　科　目 予算額
政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

整理番号 項 事項
23年度

当初予算額
24年度

概算要求額

環境政策基盤整備等に必要な経費 5,373,504 3,907,738

環境政策基盤整備費 環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費 2,520,111 6,058,178

18,160 18,160

地球環境保全等試験研究に必要な経費 753,358 489,522

環境研究総合推進費 環境研究総合推進に必要な経費 8,006,636 6,079,874

地球環境保全等試験研究費

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人環境再生保全機構運営
費

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に必要な経
費

1,928,943 1,831,919

小計
8,683,654 10,922,974

対応表に
おいて●
となって
いるもの

環境政策基盤整備費

262,518

-35,602
＜8,759,994＞ の内数 ＜6,569,396＞ の内数

小計
15,714,621 19,577,411

東日本大震災復旧・復興独立行政法
人国立環境研究所運営費

東日本大震災復旧・復興に係る独立行政法人国立環境研
究所運営費交付金に必要な経費

2,999,532

独立行政法人国立環境研究所施設整
備費

独立行政法人国立環境研究所施設整備に必要な経費 262,747

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
24,398,275 30,500,385

-35,602
＜8,759,994＞ の内数 ＜6,569,396＞ の内数

の内数 の内数

東日本大震災復旧・復興環境政策基
盤整備費

東日本大震災復旧・復興に係る環境政策基盤整備等に必
要な経費

310,020

東日本大震災復旧・復興環境政策基
盤整備費

東日本大震災復旧・復興に係る環境問題に対する調査・
研究・技術開発に必要な経費

100,000

東日本大震災復旧・復興環境研究総
合推進費

東日本大震災復旧・復興に係る環境研究総合推進に必要
な経費

2,000,000

独立行政法人国立環境研究所運営費 独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に必要な経費 13,522,931 14,483,442

地方環境対策費 環境政策基盤整備等に必要な経費
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑨
（千円）

23年度
当初

予算額

24年度
概算要求額

増減

Ａ 2 64,419 44,595 △ 19,824 △ 19,824

Ａ 2 34,617 23,864 △ 10,753 △ 10,753

Ａ 1 87,903 82,878 △ 5,025 △ 5,025

186,939 151,337 △ 35,602 △ 35,602
合計

イタイイタイ病及び慢性砒素
中毒発生地域住民健康影響実
態調査

政策評価結果を踏まえ、従来の健康調査業務の事業を一部見直すこと等により
概算要求額を縮減。

化学物質の審査及び製造等の
規制に関する法律施行経費

政策評価結果を踏まえ、所定の成果を得た事業については終了（化学物質リス
ク評価等ロードマップ事業（削減額9,318千円））するとともに、法施行経費に
ついては可能な限り、関係各省での分担や業務実施の効率性等を考慮の上、予
算の縮減に努めた。

環境保全普及推進費
政策評価結果を踏まえ、環境月間関連行事開催等実施経費の実施内容を見直
し、概算要求額を減額。

政策評価調書（個別票3）

政策名 環境政策の基盤整備

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容


